「炭素税」否定側第一立論　

肯定側のPlanから発生するDMを一点述べます。
デメリットは「経済へのダメージ」です。

１．炭素税を導入すると化石燃料の価格が上昇する為、多くの分野がダメージを受けます。
京都大学経済研究所の佐和隆光（さわ・たかみつ）氏は1997年の著書「地球温暖化を防ぐ」
岩波新書 p154の中で以下のように述べています。
「炭素税は価格に転嫁されるはずだから、化石燃焼の価格は上昇する。石炭、石油、天然ガスの値上がり幅は、それぞれの炭素含有量と需要の価格弾力性に依存して決まる。その結果、生産工程で化石燃焼を大量消費する産業の製品、すなわち電力、都市ガス、ガゾリン、灯油、鉄、紙などの価格もまた上がる。その結果、様々な財・サービス、とくに炭素集約度(carbon intensity)の高い(化石燃料多消費型の)財・サービスの需要が減ることに間違いはない。別の言い方で言い換えれば、炭素税の導入により物価が上がり、その結果、家計の実質所得すなわち購買力が原価し、消費が減る。」

企業が深刻な打撃を受ければ、倒産やリストラにより、失業が増加します。
実際、経済界は炭素税導入を深刻な脅威と受けています。
石弘光（いし・ひろみつ）氏は1999年の著書「環境税とは何か」１７７ページの中で以下のように述べています。
「（経団連は、以下のように主張している。）CO2排出量に対する課税は、コスト、収益性、国際競争力に重大な影響を与えて、企業の経営基盤そのものを揺るがし、ひいては日本全体の経済の雇用問題ということにも影響を与えてくるのではないかと考える。」


２．また炭素税を導入すると多くの企業が炭素税逃れのため、海外に移転することも考えられます。
先ほどの石弘光氏の資料、177ページより引用開始。
「第二に、（炭素税による）国際競争力の喪失のため、多くの企業は、炭素税のない環境規制のあまり厳しくない他国や、このような物が存在しない他国へ、多くの企業は移転を計ろうとする。」

日本企業が海外移転すれば、日本で雇用されていた人々は職を失います。この産業空洞化によって、日本では失業者が増加することになります。

３．失業者が増えると、失業を苦に自殺してしまう人が増えてしまいます。
2001年１１月２６日づけ　Yomiuri NP　webpageより引用開始
「１年以上失業している割合は、９７年の２１％が、今年８月には２７％に上昇。一方、警察庁などの統計によると、失業者が自殺する割合は、９７年には人口１０万人当たり２３．６人だったが、２０００年には４１．７人に急増し、男子の平均を１割以上下回った。」




否定側第一立論（メリットに対する反論）

「日本はこれ以上の省エネは無理である」
経済産業省　　http://www.meti.go.jp/topic/data/e97924dj.html
「１９９４年の一人当たりの二酸化炭素排出量をみると、アメリカ、カナダ、オースト
ラリアがそれぞれ６.２トン／人、５.１トン／人、５.０トン／人となっています。ち
なみに、ＯＥＣＤ諸国の平均は３.５トン／人であり、また、日本はアメリカの２分の
１以下の約３．０トン／人となっています。（中略）二酸化炭素排出量の大小を示す
一次エネルギー消費のＧＤＰ原単位（石油換算トン／ＧＤＰ百万ドル）を比較すると、
ＯＥＣＤ諸国の中で最も大きいのはカナダ（３８８トン）、次いでアメリカ（３１９トン）、
オーストラリア（２８１トン）となっています。
ＯＥＣＤ平均では２３７トンであり、日本は１１２トンとＯＥＣＤ諸国の中では最も低
い水準にあります。これは、これまでの日本の省エネルギー努力の結果、エネルギー効
率が最も高い水準にあることを示しています」

このように、日本はもう既にかなりの省エネを実行しており、炭素税を実施して
もこれ以上のことは望めない。


「炭素税では二酸化炭素の排出は減少しない」
経済産業省のホームページ　2001年　http://www.meti.go.jp/topic/data/e97924gj.html
「相対的に税率の高いスウェーデン（22000円／トン）でCO2排出の増加が見込まれてい
る一方で、税率の低いオランダ（2500円／トン）で大幅な排出削減が見込まれるなど、
必ずしも環境税の有無、税率がCO2の排出抑制に対して有する効果には疑問がもたれて
います」


「日本だけが実行しても二酸化炭素の排出量は大して減少しない」
沖縄タイムス　２００１年１１月６日
http://www.okinawatimes.co.jp/col/20011106m.html
「温暖化防止で焦点になっているのがエネルギー消費大国といわれるアメリカ。世界の
ＣＯ２の２３・６％を排出している。本来なら真っ先にＣＯ２を削減すべき国である。
一九九七年の京都議定書により、日米欧の各国がそれぞれの削減量を決めた。しかし、
米国はブッシュ政権になって「議定書には欠陥があり、米経済の利益にならない」と離
脱した」


「温暖化は二酸化炭素のせいとはいえない」

住明正（すみあきまさ）　「地球温暖化の真実」　１９９９年　Ｐ１３１
「ただ、いろいろな議論を総合してみた時、科学的に素直に考えれば、まだまだ
「温暖化ははっきりしていない」というのが正しい答えですよ。従来の物理学的な世界
では、本当にデータで検証されて初めて物事が言えるわけです。その立場からすれば、
温暖化についてはまだまだわかっていないプロセスが多いし、科学的に断言するには不十分と
いう答えになってくるんじゃないかな」

このように、温暖化の原因が二酸化炭素であるということさえ実証されていない
のに、二酸化炭素削減のために炭素税を導入しても地球温暖化の抑制には全く効果はない。
